









































(1) S-55. 8. 29 <援(弐)/賠〉名古屋地判昭和百年8月29日1) ('何時 1006{ラ
86N，安→ふ58.i.i<援(氏)/務〉名古屋高約，イ主 ， S-62. 6. 26 <援(民)/賠〉五~ 2:問)は，
原告の立法不作為の主張……援護法が戦争犠牲者のうち!日軍人軍属のみを提
間被災者と区別して援護することは，憲法 14条 1項， 11条， 13条に違反
し，畏間被災者らに対し援護法と悶様な補償措遣を立法上講じない につ
























































































































(1 ) ふ55.5.14(高/賠〉大i京地判昭和百年 5月14日1)(判l侍972号791'[，答
66 
立法の不作為をめぐる司法消綴主義と絞綴主義(斗








































































































































(1 ) ふ52.8.8(選(定数)/賠〉東京地判昭和 52年8日8日1)(利時 859-i'子 3
頁)は，公務員情人に対する賠鏡請求に関する，被告らの本案部の
原告らと被告らとの簡には具体的法律罷保について紛争が生じていないか




































(2) S-59.11. 29 <高/賭)大抜高特昭和問年 11月四日(料タ 54Hま132fi[， 




































































































































4) Li本治三・ 'tU評225王子 133][(19i7)。


























































































































































(9) H-15. 2.10 <選(神経)/賠〉大阪地判平成 15年2月 10臼13) (利時1821






































































































































































































従前の併による。j とする昭和 22年 10丹27日施行の関家賠償法的関 6項の
規定を無視することになるとし，国家無答寅の法理… r明治憲法下におい
ては，権力的作沼については，違法行為に対しても慣は賠償責{壬喜子負わな




































とはできないj という。 H-13.8.23(浮/賠〉京都地特も同旨(本判決は， r慾法
主議行両日の本件緩法事{午について，怒iま2争条3項主主類捻適用できるとは毒事することはでき









































































































































S-62. 6. 26 <援(民)/賠〉最2判は，主宅最高裁判決の判断基準e.， 43年判
決(本務注 5)参照)に基づき，例外的場合にあたらないとした。このアブ
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いる(嫁liI1対子・ '!'UH'I330号206，204 N [1986J) というコメント，後宅投薬殻
籾においては，当該事{千のn答， 2苦手判決とは災なり，夜"6投芸号制度を廃止したこ
と，又;ふそれをァ復活しなかったことの合慾殺については，判断されていないJ(字













は，在宅選挙人の選挙権の行使ぞ妨げ，慾法 13条， 15条 1項及び3演， 14条 l互主，
44条， 47条立Eびにラ3灸の滋定に途反する調会議践による途法な公権力の行使で

















6) 判決は， rλJf認の法案を提出しなかった不作為についても， i国会に対して法律案の
提出擦をと干遣するにとどまる内陸lJについて，殴fti1法の i盛期上違法伎をと観念する余
地のないことは当然りという。






























の不作為が， [議!波法上，J.選法であるとして叡祭賠償~求めるとともに，決法 723 条
{こ~づき公式謝3整合求めた。
8幻) 3カ月以 kヨ引iきzあ









たが，平成 i!iド{こは，約 72万人:こものぼり，選挙縫を予言していながら， それを行使
し得ないt:外日本人の数は少なくとも数十万人という英大な人数(こ透している。闘
会は，主主ちにこのような途慾状態~解消すべき義務喜子負っているところ，公総選挙


























































件は，怒法 14条， B 殺約 26 条{こ途f乏しており，国会{こは，戦後補償金:法の箆!籍~
{牛'.I"廃止すべき立法義務が際1'f:いまた，戦後主IH立のi主i際的i哲j流及び5禁法li言文， 9 

























処罰及び被害者救済の義務が生じているが，国は， lj投後 50~ô以上(そして，平成 5






















































が，中国大陸{こ侵攻した i白日本軍の兵士ら{こ強姦等の被~~ケ受けたと主張し， G) I人
道 iこ対する ~J 途災及びその{訟の関際法(際戦ノ法規後例ニ関スノレ規刻途反，間接言









































































































するという形で権利救済を求めるべきであろう J(泉徳治・欝時 38差是4号214][ 
[1986，泉童文字lJiぎが謁査官当特のものけというコメントのほか，林{彦三・持法 1276
f:)' 62~63][ (1986)参照。











































31) 戸波江二・判例lセレクト '86U去数77号7JUI碕付録)7頁 (1987)。
32) 中村健男・ジュリ 855号 88N (1986)。
33) 予吉本照樹・ジュリ路m1269号 25N (2004)。
34) !日続初代・法セミ 48巻 i-~子 75 交 (2003) 。















40) 坂元茂樹・ジュリ務主将 1224{ま305，306頁 (2002)。
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